厚生年金保険　養育期間標準報酬月額特例制度について
	～　３歳未満のお子様がいる方へ　～
申し出をすればお子様の出生時より給与が下がっても、将来受け取る年金の計算基礎になる標準報酬月額（給与相当額）は出生時の額を下回らないように、３歳まで維持されます！　　　　　　　　　　　　　　　　



〈厚生年金保険の養育期間標準報酬月額特例制度　とは？〉
3歳未満の子を養育する厚生年金の被保険者が、 3歳未満の子どもを育てている期間にその子の出生時に比べて給料（標準報酬月額）が下がり、保険料が安くなっている期間でも、将来の年金額は、子の出生時の標準報酬月額（高いほう）で計算されます（出生時よりも標準報酬月額が上がった場合には、上がった額が適用となり、下がった場合のみ出生時〔高いほう〕の月額が適用されるという、将来の年金計算に有利な措置です）。なお、ここでいう3歳未満の子を養育するとは、その子と世帯を共にしていることを指しますので、健康保険の被扶養者である必要はありません。ただし、何らかの理由で子と住民票が別の場合には適用されません。
また、養育期間中の給与の低下が将来の年金受給額に減少しないように導入されたものですから、育児休業を取得したかどうか等、給与が下がった理由は問いません（残業時間が減り残業手当が減少した、転居により通勤手当が下がった、転職により前職より給与が下がった 等も適用対象となります）。
そして、この制度は専業主婦の妻がいる夫も、子を扶養家族としていない厚生年金加入中の妻も適用となります。共働きの場合には夫婦そろって適用となります。
入社時に３歳未満の子を養育している方につきましても、申出することができます。ただし、前職での被保険者期間など、一定の要件がありますのでご希望の方はまずはお問い合わせください。なお、前職で特例措置を受けている方も、再度提出する必要があります。
この３歳未満の子の養育特例は「本人からの申出」により利用できる制度です。申出書を出さないと、この特例が適用されませんので、適用が受けられる方は、下記の方法により申出をしてください。

[bookmark: _GoBack]＜申出方法＞
本申出を希望される場合は、下記３点をご準備のうえ、会社に提出してください。
（１）「厚生年金保険養育期間標準報酬月額特例申出書」（必要箇所に記入、押印ください）
（２）お子様の戸籍抄本または市区町村発行の証明書　原本１通
（３）ご本人とお子様の住所が記載されている住民票　原本１通
　＜申出時期＞
申出書の提出時期については、次のいずれかに該当した日以降となります。
１．3歳未満の子の養育を開始したとき
２．3歳未満の子を養育する者が新たに被保険者資格を取得したとき
３．保険料免除の適用を受ける育児休業等を終了したとき
４．該当の子以外の子についての特例措置が終了したとき
※ 申出より前の期間については、申出日の前月までの2年間はさかのぼって認められます。
※標準報酬月額が下がらなくても出生後であれば事前に提出しておくことができます。
